
○倉敷市福祉のまちづくり条例施行規則 

平成１０年３月２５日 

規則第１３号 

改正 平成２３年３月２８日規則第１９号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，倉敷市福祉のまちづくり条例（平成９年倉敷市条例第２４号。以下「条

例」という。）の施行に関し，必要な事項を定めるものとする。 

（生活関連施設等） 

第２条 条例第２５条の規則で定める施設は，岡山県福祉のまちづくり条例施行規則（平成１

２年岡山県規則第７９号。以下「県規則」という。）別表第１の上欄に掲げるものとする。 

２ 条例第３０条第１項本文の規則で定める施設は，県規則別表第１の上欄に掲げるもののう

ち同表の下欄に掲げるものとする。 

（整備基準） 

第３条 条例第２６条第２項の規定による整備基準は，県規則別表第２の上欄に掲げる項目に

応じ，それぞれ同表の中欄に定める基準とする。この場合において，当該基準は，それぞれ

同表の下欄に掲げる生活関連施設に適用する。 

（整備基準適合の表示） 

第４条 条例第２８条の規定による表示は，出入口，車いす使用者が利用する便房，エレベー

ターその他市長が特に必要と認める項目について，当該項目が整備基準に適合する旨を直接

地上へ通ずる主要な出入口又はその付近で高齢者，障害者等をはじめすべての市民が分かり

やすい位置に表示して行うものとする。 

（新築等の届出） 

第５条 条例第３０条第１項の規定による届出は，特定生活関連施設の新築等の工事に着手す

る日の２１日前までに，所定の新築等届出書に次に掲げる書面及び図書を添えて行うものと

する。 

（１） 県規則別表第３の上欄に掲げる特定生活関連施設及び同表の中欄に掲げる区分に応

じ，それぞれ同表の下欄に定める項目についての整備基準への適合状況を記載した書面 

（２） 県規則別表第５の上欄に掲げる区分に応じ，それぞれ同表の下欄に定める図書 

（３） 前号に掲げる図書のみでは整備基準への適合状況が確認できない場合は，当該適合



状況が確認できる図書 

（届出を要しない施設） 

第６条 条例第３０条第１項ただし書の規則で定める施設は，次に掲げるものとする。 

（１） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定による許可を受けて行う

開発行為に基づく道路 

（２） 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第４条第１項又は第１４条第１項の

規定による認可を受けて施行する土地区画整理事業に基づく道路 

（３） 岡山県県土保全条例（昭和４８年岡山県条例第３５号）第５条第１項の規定による

許可を受けて行う開発行為に基づく道路 

（変更の届出） 

第７条 条例第３０条第２項の規定による変更の届出は，所定の新築等変更届出書に第５条各

号に掲げる書面及び図書（変更に係るものに限る。）を添えて行うものとする。 

２ 条例第３０条第２項の規則で定める軽微な変更は，次に掲げるものとする。 

（１） 整備基準の定めのない項目についての工事内容の変更 

（２） 高齢者，障害者等をはじめすべての市民がより安全かつ円滑に利用できるようにす

るために行う整備基準に適合している項目についての変更 

（３） 工事の着手又は完了の予定年月日の３月以内の変更 

（工事の完了の届出） 

第８条 条例第３０条第３項（条例第３１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に

よる工事の完了の届出は，所定の工事完了届出書により行うものとする。 

（協議を要する建築物の規模） 

第９条 条例第３１条第１項の規則で定める規模は，特定生活関連施設の新築等に係る床面積

２，０００平方メートルとする。 

（新築等の協議） 

第１０条 条例第３１条第１項の規定による協議は，特定生活関連施設の新築等の工事に着手

する日の６０日前までに，所定の新築等協議書を提出して行うものとする。 

２ 前項の協議は，新築等協議書の提出をもって開始するものとし，その協議が終了したとき

は，次に掲げる書面及び図書を提出するものとする。 

（１） 県規則別表第４の上欄に掲げる特定生活関連施設及び同表の中欄に掲げる区分に応



じ，それぞれ同表の下欄に定める項目についての整備基準への適合状況を記載した書面 

（２） 県規則別表第５の上欄に掲げる区分に応じ，それぞれ同表の下欄に定める図書 

（３） 前号に掲げる図書のみでは整備基準への適合状況が確認できない場合は，当該適合

状況が確認できる図書 

（変更の協議） 

第１１条 条例第３１条第２項の規定による変更の協議は，所定の新築等変更協議書を提出し

て行うものとする。 

２ 前項の協議は，新築等変更協議書の提出をもって開始するものとし，その協議が終了した

ときは，前条第２項各号に掲げる書面及び図書（変更に係るものに限る。）を提出するもの

とする。 

３ 第７条第２項の規定は，条例第３１条第２項の規則で定める軽微な変更について準用する。 

（適合状況の報告） 

第１２条 条例第３４条第１項の規定による整備基準への適合状況の報告は，所定の適合状況

報告書に第５条各号に掲げる書面及び図書を添えて行うものとする。 

（公表） 

第１３条 条例第３６条第１項の規則で定める事項は，次に掲げるものとする。 

（１） 勧告を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては，名称，主たる事務所の所在地及

び代表者の氏名） 

（２） 勧告の内容 

（３） 前２号に掲げるもののほか，市長が必要と認める事項 

２ 条例第３６条第１項の規定による公表は，告示その他市長が必要と認める方法により行う

ものとする。 

（身分証明書） 

第１４条 条例第３７条第２項に規定する身分を示す証明書は，職員証とする。 

（国等に準ずる者） 

第１５条 条例第４６条の規則で定める者は，次に掲げるものとする。 

（１） 独立行政法人 

（２） 土地開発公社 

（３） 地方公共団体の組合 



（その他） 

第１６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

この規則は，平成１０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２８日規則第１９号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２３年４月１日から施行する。 

（特例措置） 

２ 平成２３年４月１日から同月２２日までの間において特定生活関連施設の新築等の工事に

着手する者（次項に規定する者を除く。）の第５条の規定の適用については，同条中「特定

生活関連施設の新築等の工事に着手する日の２１日前までに」とあるのは，「平成２３年４

月１日以後遅滞なく」とする。 

３ 平成２３年４月１日から同年５月３１日までの間において第９条に規定する規模以上の建

築物に係る特定生活関連施設の新築等の工事に着手する者の第１０条の規定の適用について

は，同条中「特定生活関連施設の新築等の工事に着手する日の６０日前までに」とあるのは，

「平成２３年４月１日以後遅滞なく」とする。 

 


